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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、企業価値の最大化と経営の健全性確保が、最も重要な経営課題と考えております。その実現のために、経営の透明性を高め、経営環
境の変化に対して、迅速かつ的確に対応できる体制の確立に努めております。

　また、株主の信頼と期待を得られるよう積極的に情報を開示するとともに、顧客、社員、社会などと良好な関係を築き、長期・安定的な企業価値
の向上を図ってまいりたいと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

■原則１－４：政策保有株式

　当社は、株価変動によるリスク回避および資産効率向上の観点から、上場株式を投資目的では保有しない方針であります。なお、当社の事業に
おいて関係のある企業に限定し、事業戦略、ビジネスアライアンスの意義、取引先との事業上の関係などを総合的に勘案したうえで、当社の中長
期的な企業価値の向上に必要な場合であり、保有意義が認められると判断した最低限の株式を保有する場合があります。

　その保有にあたっては、毎年、取締役会において、個別銘柄ごとに保有目的、保有に伴うリスク、投資リターン等の検証を行い、保有の適否を判
断しております。なお、検証の結果、保有の合理性が認められなくなったと判断される銘柄については売却を行い、縮減を図っております。

　政策保有株式の議決権行使にあたっては、原則として、政策保有先の中長期的な企業価値向上の観点から、個別に賛否を判断しております。

なお、当社は、株主価値を毀損するような議案については、肯定的な判断をいたしません。

■原則１－７：関連当事者間の取引

　当社及び当社子会社がその役員や当社の主要株主等との取引を行う場合には、一般株主の利益を害することのないよう、取締役会での審議、
決議を要することとしております。ただし、取引条件が一般の取引と同様である場合は除きます。

　なお、取引条件及び取引条件の決定方針等につきましては、 「有価証券報告書」等で開示しております。

■原則２－４①：女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保

　当社は、「人」に対する根本理念や経営における「人」の位置付けとあり方について定めた「人事憲章」において、人材育成を重要な経営課題とし
て位置づけております。当社グループが成長・発展をとげるためには、参画する一人ひとりの役員、社員の成長・発展が根本であり、社員が自らの
夢と幸福な未来の実現のために仕事をすることを真に望み、その実現のために最大限の支援をおこなうことを表明しております。

　また、当社グループのサステナビリティに向けた取組みの重要課題（マテリアリティ）として「ダイバーシティ＆インクルージョン推進」を掲げており
ます。

　人材育成方針と社内環境整備方針、またそれらの実施状況については統合報告書及びサステナビリティサイトにまとめ、当社ホームページにて
開示しております。

　女性の管理職への登用については、女性活躍推進への取組みを「女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画」にて開示しており、2026年３
月末までに管理職に占める女性の割合20％（2023年３月末日時点5.6％）を目指しております。

　外国人の管理職への登用については、現在当社のビジネスは国内が中心となっているため数値目標は定めておりませんが、今後経営戦略上
において必要と判断した場合には採用・登用に積極的に取り組んでまいります。

　中途採用者の管理職への登用については、現在グループ全社員における中途採用者の割合は27.9％であり、管理職における中途採用者の割
合は20.4％であるため、積極的な登用が出来ていると認識しております。（2023年３月末日時点）

　今後も多様性の確保と、当社の事業戦略に整合した採用・登用を実施してまいります。

■原則２－６：企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社の退職金年金制度は、確定拠出企業年金のため、企業年金の積立金の運用はなく、財政状況への影響もありません。

■原則３－１：情報開示の充実

（１）グループビジョン、ビジネス倫理観、中期経営計画、サステナビリティへの取り組みは、当社ホームページにて開示しております。

　　　グループビジョン：https://www.happinet.co.jp/company/vision.html

　　　ビジネス倫理観 ：https://www.happinet.co.jp/company/ethics.html

　　　中期経営計画 ：https://www.happinet.co.jp/ir/managementplan.html

　　　サステナビリティへの取り組み ：https://www.happinet.co.jp/sustainability/index.html

（２）コーポレートガバナンスの基本的な考え方は、本報告書【基本的な考え方】に記載のとおりであります。

（３）取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続につきましては、本報告書【取締役報酬関係】及び「有価証券報告書」にて開示しておりま
す。

（４）当社は、議長として代表取締役、構成員として社外取締役３名からなる任意の諮問機関「役員人事委員会」を設置しており、経営陣幹部の選
任と取締役・監査役候補者の指名を行うに当たり「役員人事委員会」にて討議し、監査役候補者の場合には監査役会の同意を得たうえで、取締役
会にて指名しております。

（５）取締役・監査役候補者の個々の選解任・指名についての説明は、「株主総会招集ご通知」にて開示しております。



■原則３－１③：情報開示の充実

　当社は、持続可能な社会の実現と当社グループの更なる企業価値の向上を一体として考え、「私たちはハピネス・ネットワーキングを展開し、エ
ンタテインメント・スタイルの創造により人々に感動を提供し、夢のある明日をつくります。」というグループビジョンのもと、企業活動を通じて持続可
能な社会の実現に貢献することをサステナビリティ基本方針として取り組んでおります。

　当社は、代表取締役を議長とし、各部門責任者をメンバーとするサステナビリティ委員会を設置し、サステナビリティ課題について、当社グループ
における重要課題（マテリアリティ）の特定、行動計画の策定、各施策の推進、目標の状況に関するモニタリングを行っており、活動状況を原則年
１回以上取締役会へ報告しております。取締役会は、サステナビリティ委員会の活動状況を適宜監督し、当社グループの課題の認識と対応につ
いての指示を行っております。

　また、当社は社会における課題と、当社グループの持続的成長、長期・中期ビジョンを踏まえた課題を抽出し、その課題の中から、事業活動にお
ける「リスク」「機会」を踏まえたうえで、「自社への影響」と「社会への影響」を軸に重要性について検討した結果、６つの重要課題（マテリアリティ）
を特定し、重点的に取組みを実施しております。

　気候変動問題についても、取り組むべき重要な社会課題の一つと捉え、気候変動問題に対応するための活動を行っており、また、TCFD提言の
枠組を活用し、気候関連情報の開示を推進しています。TCFD提言に準じて特定したリスク管理及び機会の実現を通じて、気候変動問題に対して
持続可能な社会の発展実現に貢献することを目指していきます。

　サステナビリティや気候変動への取組みの状況は統合報告書及びサステナビリティサイトにまとめ、当社ホームページにて開示しております。

　人的資本や知的財産への投資等についても、統合報告書において、経営戦略・経営課題と整合した、わかりやすい開示に努めております。

■補充原則４－１①：取締役会の役割・責務

　当社は、法令及び定款に定められた事項及び当社グループの重要事項等のうち取締役会において決議する事項を「取締役会規程」に定めてお
ります。

　また、業務執行につきましては「組織運用規程」で定めた「決裁基準」「職務分掌」に基づき執行役員を含む経営陣等で構成する「経営会議」、「実
績検討会議」等に委ねております。

　「経営会議」は、代表取締役が議長となり、代表取締役の指名による業務執行取締役と執行役員で構成され、取締役会で決定された方針の具
体化・具現化や当社グループ全体に関わる課題等の対策を協議しております。

　「実績検討会議」においても、代表取締役が議長となり、各事業分野・管理部門の責任者である執行役員と社員で構成され、取締役会、「経営会
議」で決定された事業計画に基づき、各事業における施策の決定や業務遂行の確認、対策を協議しております。

■原則４－９：独立社外取締役の独立性判断基準および資質

　当社は、社外取締役の選任にあたり、経営監視機能の透明性を確保するため、東京証券取引所が定める独立性基準を参考に、当社の「役員執
務内規」において「社外役員の独立性に関する基準」を制定しており、本報告書【独立役員関係】において開示しております。

■補充原則４－10①：独立した指名委員会・報酬委員会の設置による独立社外取締役の適切な関与・助言

　当社の取締役会は、社内取締役４名、独立社外取締役３名で構成されております。また、独立社外取締役が過半数を占める任意の諮問機関
「役員人事委員会」を設けており、指名・報酬等に係る統治機能の充実を図っております。

■補充原則４－11①：取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

　当社は、取締役会について専門知識や知見、業務経験等のバックグラウンドが異なる多様な取締役で構成することを方針としております。取締
役会の機能が最も効率的・効果的に発揮できる適切な員数を維持することとし、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランスや多様性を
考慮したガバナンス体制の構築を図っております。また、独立社外取締役には、他社での経営経験を有する者を含んでおります。なお、各取締役
及び監査役がもつ主たるスキル・キャリア・専門性を一覧化したスキルマトリックスを作成しております。

　なお、各取締役及び監査役のスキルについては、Ⅴ．その他　２．「その他コーポレートガバナンス体制等に関する事項」に掲載しております。

■補充原則４－11②：取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

　取締役のうち、社外取締役３名は、他の上場会社の社外役員を兼任しておりますが、取締役としての役割・責務を適切に果たしていると当社は
判断しております。

　監査役のうち、常勤監査役、社外監査役１名は、他の上場会社の社外役員を兼任しておりますが、監査役としての役割・責務を適切に果たして
いると当社は判断しております。

■補充原則４－11③：取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

　当社は、取締役会の実効性向上のため、取締役、監査役全員を対象に個別にアンケートを実施し、取締役会全体で課題の分析・把握を行って
おります。抽出された課題につきましては、継続的なＰＤＣＡサイクルにより、解決を図っております。また、複数の独立社外取締役を選任すること
により、取締役会としての判断や会議の運営等について実効性を担保しております。

　2023年3月期のアンケートにおいては、取締役会の「構成」・「運営」・「議題」・「支援体制」の４つの観点から評価を実施し、課題として「次期幹部
層も含めた人材育成計画の策定と議論の更なる充実」と「サステナビリティ課題に関する議論の更なる充実」があげられました。

　この結果をふまえて当社では、「サクセッションプラン委員会」を設け、後継者計画の企画・立案・検討を行うとともに、サステナビリティへの取組
みの取締役会への進捗報告の頻度を高め、議論の更なる充実を図ってまいります。

■補充原則４－14②：取締役・監査役のトレーニング

　当社は、当社取締役及び監査役が、その役割・責務を果たすために必要なトレーニングの機会を継続的に提供することを基本方針としておりま
す。

　当社は、経営陣の行動指針として「ハピネットグループ役員指針」を定め、取締役・監査役が期待される役割・責務を適切に果たすことを求めて
おり、定時取締役会において当指針を唱和し、その浸透を図っております。

　当指針を実践できる者を取締役・監査役に選任しておりますが、各役員は経営者として習得しておくべき法的知識を含めた役割・責務の理解促
進のため、必要に応じて外部セミナー等に参加しております。また、社内役員につきましては、コーポレートガバナンスに関する研修を行っておりま
す。なお、次期経営層候補者については、経営層に必要な知識を取得するため、トレーニングを実施しております。

■原則５－１：株主との建設的な対話に関する方針

　当社は、株主との建設的な対話を促進するため、経営陣幹部等を中心に様々な機会を通じて株主と対話を持つよう努めております。

　そのため、ＩＲ担当役員として取締役最高財務責任者を指定し、ＩＲ担当部署として経営企画部門を指定しております。

　また、「積極的なディスクローズにより、経営の透明性を高め、株主の信頼と期待を得る活動につとめます。」と経営姿勢に定め、株主及びアナリ
スト・投資家にタイムリーかつ公平に情報提供するとともに、お問い合わせに迅速かつ適切に対応するよう努めております。特に株主の関心が高
い中期経営計画などの事項は投資家説明会などで重点的に説明するとともに、毎年統合報告書を作成し、進捗状況を開示するなど内容の充実
を図っております。

　なお、株主及びアナリスト・投資家の意見や懸念、対話内容につきましては、定期的に経営陣幹部や取締役会に報告しております。

　株主との対話の実施状況やＩＲに関する取り組みの詳細につきましては、本報告書【ＩＲに関する活動状況】をご参照ください。



■原則５－２：経営戦略や経営計画の策定・公表

　当社は、企業価値向上のために、事業規模を拡大するとともに、収益性・効率性を高めることを重要課題として取り組んでいく方針であります。こ
の方針に基づき、経営活動全般の利益を表す単年度業績の指標として「経常利益」と中長期業績の指標として株価との相関関係も高い「ROE（自
己資本利益率）」を重要な経営指標として位置づけ、自社の資本コストも把握した上で短期・中長期の目標数値を設定し、その向上に取り組んでお
ります。また、「事業ポートフォリオマネジメント体制構築に向けた取組み」を戦略として掲げ、組織体制として社内カンパニー制を導入し、各事業に
おける経営資源の配分権限をカンパニーへ委譲することで、他社とのアライアンスや M&A を含めた機動的な事業運営を行い、収益力の向上を

図っております。

　さらに、株主への利益還元を経営の重要指標の一つと位置づけ、各事業年度の利益状況と将来の事業展開を総合的かつ中長期的に考慮し、
新規事業展開のための業務提携や開発投資など、将来性と収益性の高い分野への積極投資を行ってより強固な経営基盤を確立するための内部
留保を図っていくとともに、適正な配当を行っていくことを基本方針として、安定的な配当額として1株当たり年間50円を維持するとともに、連結配当
性向40％を目標として株主還元を実施しております。

　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応につきましては、上記取組みと併せ、決算説明会や統合報告書にてその進捗状況につい
て開示してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社バンダイナムコホールディングス 5,883,408 25.85

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,626,100 7.15

株式会社SMBC信託銀行（株式会社三井住友銀行退職給付信託口） 676,000 2.97

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 638,500 2.81

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 569,000 2.50

井平　康彦 483,000 2.12

ハピネット社員持株会 303,716 1.33

河合　洋 300,000 1.32

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140040 294,500 1.29

苗手　一彦 220,100 0.97

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カストディ銀行（信託口）の信託業務の株式数については、当社として
把握することができないため記載しておりません。

・上記のほか、自己株式が1,292千株あります。

・当社は、株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）制度を導入しており、当該制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行
（信託Ｅ口）が保有する当社株式569千株は、自己株式数に含めておりません。

・2023年３月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、SMBC日興証券株式会社及びその共同保有者である
株式会社三井住友銀行、三井住友DSアセットマネジメント株式会社が2023年３月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの
の、株式会社三井住友銀行を除き、当社として2023年３月31日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には
含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満



直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

長瀬　眞 他の会社の出身者

岡　俊子 他の会社の出身者

水野　道訓 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

長瀬　眞 ○

三菱地所株式会社の社外取締役及び東
芝テック株式会社の社外取締役を兼務し
ております。なお、当社は長瀬眞氏個人、
三菱地所株式会社及び東芝テック株式会
社との間には特別な関係はありません。

長年にわたり企業経営に携わり、経営に関す
る豊富な経験と実績を有しております。独立し
た立場から客観的に執行役員等の職務を監督
していただくことにより当社のガバナンスをさら
に向上させるため、社外取締役として選任して
おります。また、一般株主と利益相反が生じる
恐れがないため、独立役員として指定しており
ます。

岡　俊子 ○

ソニーグループ株式会社の社外取締役、
ENEOSホールディングス株式会社の社外
取締役（監査等委員）及び日立建機株式
会社の社外取締役を兼務しております。
なお、当社は岡俊子氏個人、ソニーグ
ループ株式会社、ENEOSホールディング
ス株式会社及び日立建機株式会社との
間には特別な関係はありません。

長年にわたり企業経営に携わり、経営に関す
る豊富な経験と実績を有しております。独立し
た立場から客観的に執行役員等の職務を監督
していただくことにより当社のガバナンスをさら
に向上させるため、社外取締役として選任して
おります。また、一般株主と利益相反が生じる
恐れがないため、独立役員として指定しており
ます。

水野　道訓 ○

公益財団法人ソニー音楽財団理事長、株
式会社ソニー・ミュージックエンタテインメ
ント顧問及び株式会社ブシロード社外取
締役を兼務しております。なお、当社は水
野道訓氏個人、公益財団法人ソニー音楽
財団、株式会社ソニー・ミュージックエンタ
テインメント及び株式会社ブシロードとの
間には特別な関係はありません。

長年にわたり企業経営に携わり、経営に関す
る豊富な経験と実績を有しております。独立し
た立場から客観的に執行役員等の職務を監督
していただくことにより当社のガバナンスをさら
に向上させるため、社外取締役として選任して
おります。また、一般株主と利益相反が生じる
恐れがないため、独立役員として指定しており
ます。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員人事委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員人事委員会 4 0 1 3 0 0
社内取
締役

補足説明

役員人事委員会は、代表取締役１名と独立社外取締役３名の計４名で構成されております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況



　当社では、内部監査、監査役監査及び会計監査は、随時内部統制部門に対し質問等の意見交換を行い、より効果的な内部統制の構築のため
に、常に連携の強化に努めております。

　内部監査につきましては、内部監査部門である内部監査室が内部監査計画に基づき、監査役と連携を図りながら、業務全般について実施して
おります。また、内部監査の状況につきましては定期的に取締役会において報告しており、さらに、内部監査の信頼性・実効性を確保するため、監
査役及び監査役会に対しても直接報告を行うデュアルレポーティングラインを構築しております。

　監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構成されております。監査役は取締役会に常時出席しているほか、常勤監査役は社内の
重要な会議に積極的に参加し、法令、定款違反や株主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実施しております。また、監査役会主
催の監査報告会を定期的に設けており、監査法人及び内部監査室リーダーが出席し、監査上の重要なポイントについて意見交換等を行い、常に
連携の強化に努めております。

　監査法人による監査計画及び監査結果の報告には、監査役及び内部監査室リーダーが出席し、相互に意見交換が図られております。

　このほか、会計監査人である東陽監査法人からは通常の監査業務を受けており、監査業務を執行した公認会計士は、佐山正則(継続監査年数
１年)、田部秀穂（継続監査年数３年）、大島充史(継続監査年数４年)の３名であります。また、監査業務に係る補助者は、東陽監査法人の公認会
計士４名、その他５名で構成されております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

坂井　秀行 弁護士

谷口　勝則 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

坂井　秀行 ○

アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国
法共同事業顧問を兼務しております。な
お、当社は坂井秀行氏個人及びアンダー
ソン・毛利・友常法律事務所外国法共同
事業との間には特別な利害関係はありま
せん。

長年にわたる弁護士としての豊富な経験と実
績を有しております。これらの経験と実績を当
社の監査体制にいかしていただくため、社外監
査役に選任しております。また、一般株主と利
益相反が生じる恐れがないため、独立役員とし
て指定しております。

谷口　勝則 ○

公認会計士谷口勝則事務所所長及び株
式会社シーイーシー社外取締役（監査等
委員）を兼務しております。なお、当社は
谷口勝則氏個人、公認会計士谷口勝則
事務所及び株式会社シーイーシーとの間
には特別な利害関係はありません。

長年にわたる公認会計士としての豊富な経験
と実績を有しております。これらの経験と実績を
当社の監査体制にいかしていただくため、社外
監査役に選任しております。また、一般株主と
利益相反が生じる恐れがないため、独立役員
として指定しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、社外取締役および社外監査役の選任にあたり、経営監視機能の透明性を確保するため、東京証券取引所が定める独立性基準を参考
に、当社の「役員執務内規」において「社外役員の独立性に関する基準」を制定しております。

　

　社外取締役長瀬眞氏、岡俊子氏及び水野道訓氏ならびに社外監査役坂井秀行氏及び谷口勝則氏は当社との間に特別な利害関係はなく、また
東京証券取引所の定める特定関係事業者に該当しないことから、独立性が高く、一般株主との利益相反の生じるおそれがない者と判断しており
ます。このため、長瀬眞氏、岡俊子氏、水野道訓氏、坂井秀行氏及び谷口勝則氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取
引所に届け出ております。

＜社外役員の独立性に関する基準＞

当社の社外取締役または社外監査役が独立性を有していると判断される場合には、当該社外取締役または社外監査役が以下のいずれの基準
にも該当してはならないこととする。

１．当社および当社会社の業務執行取締役または執行役員、使用人である者。

　　また、過去に一度でも当社および当社子会社の業務執行取締役または執行役員、使用人であった者。

２．当社および当社子会社を主要な取引先とする者。またはその者が会社である場合における当該会社の

　　業務執行取締役、執行役員、支配人その他使用人。

３．当社および当社子会社の主要な取引先である者。またはその者が会社である場合における当該会社の

　　業務執行取締役、執行役員、支配人その他使用人。

４．当社および当社子会社から役員報酬以外に、一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている

　　弁護士、公認会計士、税理士またはコンサルタント等。

５．当社および当社子会社から一定額を超える金銭その他の財産上の利益を受けている法律事務所、

　　監査法人、税理士法人またはコンサルティング・ファーム等の法人、組合等の団体に所属する者。

６．当社の主要株主（議決権所有割合10％以上）、もしくは主要株主が法人等である場合は、その業務執行者。

７．当社および当社子会社の業務執行取締役、常勤監査役が他の会社の社外取締役または社外監査役を

　　兼任している場合において、当該他の会社の業務執行取締役、執行役員または支配人その他の使用人である者。

８．当社および当社子会社から一定額を超える寄付または助成を受けている者。またはその者が法人、

　　組合等である場合における理事その他の業務執行者である者。

９．上記２～８に過去５年間に該当していた者。

　　ただし、当該人物の人格、識見等に照らし、当社の独立役員としてふさわしいと当社が考える者については、

　　当社が、当該人物が当社の独立役員としてふさわしいと考える理由を、対外的に説明することを条件に、この基準を除くこととする。

10．上記２～８に該当する者が取締役、執行役員もしくはその他の重要な使用人である場合において、

　　その者の配偶者または二親等以内の親族。

11．当社および当社子会社の取締役、執行役員もしくはその他の重要な使用人である者の配偶者または二親等以内の親族。

（注）

※１．２において、「当社を主要な取引先とする者（または会社）」とは、「直近事業年度におけるその者（または会社）の年間連結売上高の５％以上
の支払いを当社および当社子会社から受けた者（または会社）をいう。

※２．３において、「当社の主要な取引先である者（または会社）」とは、「直近事業年度における当社の年間連結売上高の５％以上の支払いを当
社に行っている者（または会社）、直近事業年度末における当社の連結総資産の１％以上の額を当社および当社子会社に融資している者（または
会社）」をいう。

※３．４および８において、「一定額」とは、「年間1,000万円」であることをいう。

※４．５において、「一定額」とは、「直近事業年度における法人、組合等の団体の売上高の１％以上」であることをいう。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社の取締役の報酬額は、1997年６月23日開催の第29期定時株主総会において400百万円（年額）以内とする旨ご承認いただき今日に至って
おりますが、当社グループの中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的に、当該取締役の報酬枠とは別枠で、
取締役（社外取締役を除く。）に対する報酬として業績連動型株式報酬制度を導入しております。本株式報酬は2022年６月23日開催の第54期定
時株主総会においてご承認いただいた枠内で付与いたします。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書にて、“取締役・監査役・社外役員”の区分で報酬等の種類別の総額開示を行っております。

　また、報酬等の額が１億円以上の役員に限定して個別報酬の開示をしております。

※2023年３月期の役員ごとの連結報酬等の総額等は以下の通りです。

苗手　一彦　総額：138百万円　固定報酬：40百万円　業績連動報酬：80百万円　非金銭報酬等（BBT）：17百万円

榎本　誠一　総額：125百万円　固定報酬：35百万円　業績連動報酬：72百万円　非金銭報酬等（BBT）：17百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１. 基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取
締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。

　具体的には、取締役の報酬は、月例の固定報酬、短期業績連動報酬及び非金銭報酬等により構成し、客観性と透明性を担保するため、役員人
事委員会において検討し、取締役会より一任された代表取締役が株主総会で決議された総額の範囲内で決定する仕組みとなっております。報酬
の種類ごとの標準的な比率の目安は、固定報酬、短期業績連動報酬、非金銭報酬等の構成割合を、おおよそ50％、25％、25％の割合で設計して
おります。

２. 業績に連動しない金銭報酬（固定報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、各取締役の役位、責任の大きさ、世間水準、従業員とのバランス等を考慮し、総合的に勘案
して決定するものとしております。

３. 業績に連動する金銭報酬（短期業績連動報酬）並びに非金銭報酬等の内容及び数又は額及び算定方法の決定に関する方針

　業績連動報酬は、短期的なインセンティブ機能を目的とした金銭報酬である短期業績連動報酬及び中長期的なインセンティブ機能を目的とした
非金銭報酬等である「株式給付信託（BBT）」で構成しております。

　金銭報酬である短期業績連動報酬は、個別の施策達成度合い、期初計画に基づき設定される連結業績指標及び個人業績指標をもとに算出し
ております。目標となる連結業績指標は、当社の重要な経営指標である「経常利益」及び「ROE（自己資本利益率）」でありますが、適宜、環境の変
化に応じて、役員人事委員会の答申を踏まえた見直しを行うものとしております。

　当該業績指標を選定した理由は、「経常利益」については経営活動全般の利益を表す単年度業績の指標として、「ROE（自己資本利益率）」につ
いては中長期業績の指標として株価との相関関係も高く、それぞれ最も適切な指標であると判断したためであります。なお、当連結会計年度にお
ける当該業績指標の実績は、経常利益6,194百万円、ROE8.1％であります。

　非金銭報酬等は、株式給付信託の仕組みを利用し、役員株式給付規程に基づき、中期経営計画の最終年度における目標に対しての業績達成
度等を勘案して定めるポイントが付与されます。取締役に付与されるポイントは取締役が退任し、役員株式給付規程に定める受益者要件を満たし
た場合、当該ポイント数に応じた数の当社株式を本信託から支給いたします。なお、当事業年度に係る非金銭報酬等（BBT）として取締役（社外取
締役を除く。）に付与されたポイント数は28,024ポイントであり、当事業年度に付与されたポイント数に、本信託の有する当社普通株式の１株当たり
の帳簿価額を乗じた金額を基礎としております。

４．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の報酬限度額は、1997年６月23日開催の第29期定時株主総会において年額400百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議
いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は８名です。

　監査役の報酬限度額は、1997年６月23日開催の第29期定時株主総会において年額80百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総
会終結時点の監査役の員数は４名です。

　非金銭報酬につきましては、2022年６月23日開催の第54期定時株主総会において、上記報酬限度額とは別枠で取締役（社外取締役を除く。）に
対して１事業年度当たり83,700ポイントを上限とする、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT)」を導入することを決議いただいております。
当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の員数は３名です。

５. 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役会長兼最高経営責任者苗手一彦が取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定
しております。

　その権限内容は、役員人事委員会において報酬等に係る意見を諮問し、その内容を踏まえ、取締役の個人別の報酬額を具体的に決定するも
のであります。

　代表取締役会長に委任した理由は、長年にわたり当社の経営に携わっており、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や職責の評
価を行うには代表取締役会長が最も適任であるためであります。



　取締役会は、当該権限が適切に行使されるよう、役員人事委員会における諮問を経ることとしており、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬
額が決定される措置を講じております。

（注）役員人事委員会の役割・活動内容

　役員人事委員会は、議長として代表取締役、構成員として独立社外取締役３名からなる任意の諮問機関であり、指名委員会と報酬委員会の役
割を担っております。取締役会の諮問を受けて、経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補者の指名及び取締役の個人別の報酬に関する討議を
行っております。

※2023年３月期の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数は以下の通りです。

2023年３月期の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数は以下の通りです。

取締役４名（社外取締役除く）　総額：331百万円　固定報酬：99百万円　短期業績連動報酬：188百万円　非金銭報酬等（BBT）：43百万円

監査役１名（社外監査役除く）　総額：24百万円　固定報酬：24百万円

社外役員５名　総額：46百万円　固定報酬：46百万円

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　取締役および監査役は、その職務の遂行に必要となる情報について、関連する部門へ情報や資料を求め、情報提供を求められた部門は、要請
に基づく情報や資料を適宜提供しております。

　取締役につきましては取締役会事務局がその支援を行い、監査役については内部監査室が支援を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

＜体制の概要＞

　当社は、機関設計として監査役会設置会社を採用しておりますが、執行役員制度を導入し、経営と執行を分離することで監督体制を強化すると
ともに、経営スピードの向上を図っております。なお、取締役の職務執行の適法性を確保するための強力な牽制機能を期待し、取締役会には少な
くとも２名以上の独立社外取締役を常時在籍させております。取締役会は、毎月１回以上開催し、法令で定められた事項及び取締役会規程に定
められた重要事項につき機動的な意思決定を行うとともに、業務執行状況の監視・監督を行っております。

　また、３ないし５事業年度を期間とする中期経営計画を策定する旨を「内部統制基本方針」に定めており、その計画における基本方針および基本
戦略につきましては当社ホームページにて開示しております。

　このほか、任意の委員会として、役員人事委員会・社外コンプライアンス委員会を設けており、両委員会とも独立社外取締役をメンバーに加えて
おります。また、顧問契約に基づき、必要に応じて顧問弁護士からアドバイスを受けております。

＜社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割＞

　当社は、取締役会について専門知識や知見、業務経験等のバックグラウンドが異なる多様な取締役で構成することを方針としており、独立社外
取締役の有効な活用を図るため、会社経営に関する高い知見と豊富な経験を有する独立社外取締役を選任しております。

　また、社外監査役２名のうち、１名は弁護士、１名は公認会計士であり、その専門知識や豊富な経験に基づき、独立した客観的な立場において
適切な判断を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、執行役員制度の運用や社外取締役、監査役の充実などによってコーポレート・ガバナンスのさらなる強化が可能であるとの考えから、
監査役制度を採用しております。

　独立社外取締役は、取締役会に出席することにより、内部統制に関する審議等の状況を把握するとともに、社外取締役で構成する社外コンプラ
イアンス委員会にて、コンプライアンスに関する検討・対応等により監督機能の役割を果たしております。

　また、独立社外監査役による監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係については、監査相互間
の情報共有化を図るため、監査報告会を定期的に設けており、より一層の関係強化に努めております。

　なお、社外取締役および社外監査役の選任にあたり、経営監視機能の透明性を確保するため、東京証券取引所が定める独立性基準を参考に、
当社の「役員執務内規」において「社外役員の独立性に関する基準」を制定しており、本報告書【独立役員関係】において開示しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

　当社は、株主が株主総会の議案について十分な検討期間を確保することができるよう、
招集通知を株主総会開催日の３週間より前の日に当社ホームページ及び東証ウェブサイ
トにて電子提供を行う等、株主が議決権を行使しやすい環境を整えております。

　（招集通知：https://www.happinet.co.jp/ir/stock/meeting.html）



集中日を回避した株主総会の設定
　当社は、株主総会の議案に係る株主の検討期間や外部会計監査人による監査時間の
確保等を考慮に入れつつ、より多くの株主が株主総会に出席できるよう、株主総会の集
中日開催の回避を図っております。

電磁的方法による議決権の行使 　インターネットによる議決権行使を可能にしています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　株式会社ICJが運営する、機関投資家向け議決権行使プラットフォームに参加していま
す。

招集通知（要約）の英文での提供
　英文招集通知を作成し、当社ホームページ及び機関投資家向け電子行使プラットフォー
ムへ掲載しています。

その他

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識しております。
その還元策の一環として、株主優待制度を導入しております。当社オリジナル・独占販売
商品が掲載された株主様ご優待カタログの中から、お好みの商品を保有株式数に応じて
贈呈しております。また、500株以上保有の株主様には、保有株数に応じて「こども商品
券」を贈呈しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催

　個人投資家向け会社説明会を積極的に開催しております。開催にあたって
はWEB配信なども活用し、遠方の投資家とも対話の機会を設けております。

　企業認知度の向上や企業理解の促進のために、代表取締役または最高財
務責任者が、当社の強みや事業概要、中長期戦略、株主還元策などを中心に
ご説明しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　アナリスト・機関投資家向けの決算説明会を定期的に行っております。開催
にあたってはWEB配信なども活用し、遠方の投資家とも対話の機会を設けてお
ります。

　当社をより理解していただくために、代表取締役が決算の詳細な情報や、中
長期戦略、深掘した事業内容などをご説明しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

　当社ホームページにて、決算情報、決算情報以外の適時開示資料、統合報
告書、有価証券報告書及び四半期報告書、決算説明会資料などを掲載してお
ります。

　当社は、積極的なディスクローズにより、経営の透明性を高め、信頼と期待を
得る活動に努めております。

　（IR資料：https://www.happinet.co.jp/ir/library/index.html）

IRに関する部署（担当者）の設置

　当社は、ＩＲ担当役員として最高財務責任者を指定し、ＩＲ担当部署として経営
企画部門を指定しております。

　アナリストや投資家及び株主にタイムリーかつ公平に情報提供するとともに、
お問い合わせに迅速かつ適切に対応するよう努めております。

その他
　当社は、市場からの評価を正しく把握し健全な企業経営を行うため、アナリス
トや投資家及び株主とのコミュニケーションを通じて得られた貴重な意見を、経
営陣や取締役会、関係部門等にフィードバックしております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、「私たちはハピネス・ネットワーキングを展開し、エンタテインメント・スタイルの創
造により人々に感動を提供し、夢のある明日をつくります。」を「グループビジョン」として掲
げ、各ステークホルダーとの関係のあり方を経営姿勢に、「常に『何が大切か、何が正しい
か』を考え、行動します。」を行動指針として定めております。

ステークホルダーとの協働につきましては、統合報告書やサステナビリティサイトにまとめ、
当社ホームページにて開示しております。

　（サステナビリティサイト：https://www.happinet.co.jp/sustainability/index.html）

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社は持続可能な社会の実現と当社グループの更なる企業価値の向上を一体として考
え、「私たちはハピネス・ネットワーキングを展開し、エンタテインメント・スタイルの創造によ
り人々に感動を提供し、夢のある明日をつくります。」というグループビジョンのもと、企業活
動を通じて持続可能な社会の実現に貢献することをサステナビリティ基本方針として取り組
んでおります。

　当社は代表取締役を議長とし、各部門責任者をメンバーとするサステナビリティ委員会を
設置し、サステナビリティ課題について、当社グループにおける重要課題（マテリアリティ）
の特定、行動計画の策定、各施策の推進、目標の状況に関するモニタリングを行ってお
り、活動状況を原則年１回以上取締役会へ報告しております。取締役会は、サステナビリ
ティ委員会の活動状況を適宜監督し、当社グループの課題の認識と対応についての指示
を行っております。

　サステナビリティや気候変動への取組みの状況は統合報告書及びサステナビリティサイ
トにまとめ、当社ホームページにて開示しております。

　（サステナビリティサイト：https://www.happinet.co.jp/sustainability/index.html）

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社は、「積極的なディスクローズにより、経営の透明性を高め、株主の信頼と期待を得
る活動につとめます。」と経営姿勢に定め、株主及びアナリスト・投資家にタイムリーかつ公
平に情報提供するとともに、お問い合わせに迅速かつ適切に対応するよう努めておりま
す。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、企業価値の最大化と経営の健全性確保が、重要な経営課題と考えております。

　その実現のために、以下のような体制の確立に努めております。

＜内部統制システムの整備の状況＞　

　企業倫理・法令等を遵守徹底するため、「ハピネットグループ　倫理綱領」を全社員に配付しております。また、その徹底を図るため、「倫理向上
委員会」を設置し、組織横断的に統括しております。さらに、不定期的に全社員に向け、経営陣より倫理綱領の徹底を促す指示をしております。

　コンプライアンスに関わる重要事項の監視・監督を行う「社外コンプライアンス委員会」「社内コンプライアンス委員会」を設置しております。

　社員が法令・定款及び倫理綱領に違反する事実の発生を認めた際には、通常の業務報告経路とは別に、コンプライアンス・ホットライン経由で社
内外のコンプライアンス委員会へ、匿名にて内部通報が可能な情報伝達経路を設けております。

　また、ステークホルダーとの適切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動倫理等につきましては、その取り組みの状況を統合報告書やサス
テナビリティサイトにまとめ、当社ホームページにて開示しております。

　（サステナビリティサイト：https://www.happinet.co.jp/sustainability/index.html）

＜リスク管理体制の整備の状況＞

　統括責任者を代表取締役としたリスク管理体制を整備し、当社グループのリスクを把握し、発生の未然防止及びリスクの低減に取り組んでおり
ます。

　具体的には、事業活動に影響を与える可能性のある様々なリスクのうち、特に優先的に対処すべきリスクを「重要リスク」として選定したうえで、
主管部門が主体となってリスク対策計画を立案、実施し、進捗状況に対するモニタリングを行って是正・改善に取り組んでおります。

　また、これらのリスク管理の活動状況について、原則年１回以上取締役会へ報告しております。取締役会は、リスク管理の活動状況を適宜監督
し、当社グループの課題の認識と対応についての指示を行っております。

　大規模災害等の発生時に、早急に事業を復旧させるため、各事業ごとに事業継続計画(ＢＣＰ)を策定しております。

　個人情報保護法への対応と社内セキュリティ体制の強化のため、「全社セキュリティ委員会」を設置しており、「情報システム・セキュリティ・ポリ
シー」を策定しております。

　平素よりリスク管理を怠ることがないよう、管理職向けの教育を行い、リスク管理の徹底を図っております。

　また、各管理者は、担当範囲内のリスク管理に関しまして、随時見直しをしております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

＜反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方＞

　当社は、人と人のつながりを大切にし、ステークホルダー並びに社会との良好な関係を保つことを大前提としたグループビジョンを掲げておりま
す。

そのグループビジョンに沿ったビジネス倫理観に照らし、社会の安全・秩序に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、断固として拒
絶する姿勢を貫いています。

　また、ビジネス倫理観を全社で共有すべく、「ハピネットグループ　倫理綱領」を定め、周知徹底と体制の整備を進めております。

＜反社会的勢力に向けた整備状況＞

（１）対応統括部署及び不当要求防止責任者の設置状況

　平素は反社会勢力に関する対応を統括する部署をコーポレート管理室に設けております。かつ、緊急対応を必要とするリスクが発生した際は代



表取締役を緊急対策本部長とした緊急対策本部を設置する体制を整備しております。

（２）外部の専門機関との連携状況

　警察、弁護士等の外部専門機関と日頃から連絡を取り、協力体制を整備しております。

（３）対応マニュアルの整備

　「ハピネットグループ　倫理綱領」を制定し、反社会的勢力への対応方法を提示しております。この倫理綱領は小冊子にまとめ全社員に配付する
とともに、イントラネットにも掲載し、理解・浸透を図っております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

　当社は、投資者の投資判断に重要な影響を与える事実や決算情報等を、当社の適時開示担当部門である経営企画室を中心に、コーポレート管
理室と連携のうえ把握・管理し、適時・適切に開示が行えるように、随時、情報取扱責任者（取締役最高財務責任者）を通して、取締役会に上程す
る仕組みをとっております。

　情報に関しては常に他部署と内部牽制を行い、また、社長直轄の内部監査担当が常時、社内監査を行っております。






